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第 号

別紙様式第二
（表面）

検 査 職 員 証

下記の者は、消費生活協同組合法第12条の
２第３項において準用する保険業法第305条
第１項及び消費生活協同組合法第94条第１項
から第５項までの規定による検査をする職員
であることを証明する。

記

所 属

官職又は職名

氏 名

生年月日 年 月 日

〇消費生活協同組合法（昭和23年法律第
200号）（抄）
（共済契約）
第12条の２（第１項及び第２項略）
３ 保険業法（中略）同法第305条第１項（中
略）の規定は共済代理店について、（中略）
同法第311条の規定はこの項において準用
する同法第305条第１項の規定による立入
り、質問又は検査をする職員について、そ
れぞれ準用する。この場合において（中略）
同法第305条第１項（中略）中「内閣総理
大臣」とあるのは「行政庁」と（中略）読
み替えるものとする（以下略）
（行政庁による検査）
第94条 組合員が、総組合員の10分の１以上
の同意を得て、組合の業務又は会計が法令、
法令に基づいてする行政庁の処分、定款又
は規約に違反する疑いがあることを理由と
して、検査を請求したときは、行政庁は、
その組合の業務又は会計の状況を検査しな
ければならない。
２ 行政庁は、組合に法令、法令に基づいて
する行政庁の処分、定款若しくは規約を守
らせるために必要があると認めるとき、又
は組合の会計経理が著しく適正でないと認
めるときは、いつでも、その組合の業務又
は会計の状況を検査することができる。

年 月 日交付

（１年有効）

※ 用紙の大きさは、日本工業規格Ｂ列７番とすること。

写 真

所属長印

３ 行政庁は、共済事業を行う組合の業務の
健全かつ適切な運営を確保し、共済契約者
等の保護を図るため必要があると認めると
きは、いつでも、当該組合の業務又は会計
の状況を検査することができる。

（裏面）

４ 行政庁は、責任共済等の事業を行う組合
の業務又は会計の状況につき、毎年１回を
常例として検査をしなければならない。
５ 行政庁は、前各項の規定により共済事業
を行う組合の業務又は会計の状況を検査す
る場合において特に必要があると認めると
きは、その必要の限度において、当該組合
の子会社等又は当該組合から業務の委託を
受けた者の業務又は会計の状況を検査する
ことができる。
６ 前条第３項の規定は、前項の規定による
子会社等又は当該組合から業務の委託を受
けた者の検査について準用する。
７ 第１項から第５項までの規定による検査
をする職員は、その身分を示す証明書を携
帯し、関係人の請求があつたときは、これ
を提示しなければならない。
８ 第１項から第５項までの規定による検査
の権限は、犯罪捜査のために認められたも
のと解してはならない。

〇保険業法（平成７年法律第105号）（抄）
（立入検査等）
第305条 内閣総理大臣は、この法律の施行
に必要な限度において、特定保険募集人又
は保険仲立人に対し、その業務若しくは財
産に関し参考となるべき報告若しくは資料
の提出を命じ、又は当該職員に、当該特定
保険募集人若しくは保険仲立人の事務所に
立ち入らせ、その業務若しくは財産の状況
若しくは帳簿書類その他の物件を検査さ
せ、若しくは関係者に質問させることがで
きる。
２・３ （略）
（検査職員の証票の携帯及び提示等）
第311条 （略）第305条の規定による立入り、
質問又は検査をする職員は、その身分を示
す証票を携帯し、関係人の請求があったと
きは、これを提示しなければならない。
２ 前項に規定する各規定による立入り、質
問又は検査の権限は、犯罪捜査のために認
められたものと解してはならない。
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附 則

こ の 省 令 は 、 平 成 二 十 八 年 五 月 二 十 九 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 二 百 五 十 四 条 第 三 項 及 び 第 四 項

の 改 正 規 定 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

〇 厚 生 労 働 省 令 第 百 四 十 八 号

消 費 生 活 協 同 組 合 法 （ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第 二 百 号 ） 第 十 二 条 の 二 第 三 項 、 第 九 十 四 条 第 七 項 及 び 第

九 十 六 条 の 二 第 六 号 の 規 定 に 基 づ き 、 消 費 生 活 協 同 組 合 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 を 次 の よ う

に 定 め る 。

平 成 二 十 七 年 九 月 二 十 八 日 厚 生 労 働 大 臣 塩 崎 恭 久

消 費 生 活 協 同 組 合 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令

消 費 生 活 協 同 組 合 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 三 年
大 蔵 省 令

法 務 庁 令

厚 生 省 令

農 水 省 令
第 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 百 五 十 四 条 第 三 項 及 び 第 四 項 中 「 第 二 十 二 号 」 を 「 第 二 十 四 号 」 に 改 め る 。

別 紙 様 式 第 二 を 次 の よ う に 改 め る 。
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